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【国際】諸外国における小型炉・先進炉の研究開発動向 

～政府の支援も受け進む実用化の取り組み～ 

 

はじめに 

革新炉の開発については、我が国でも政府による検討やプラントメーカーによる研究開発等が進められてきており、

2023 年 2 月に取りまとめられた「GX（グリーントランスフォーメーション）実現に向けた基本方針」では、「エネルギー基

本計画を踏まえて原子力を活用していくため、原子力の安全性向上を目指し、新たな安全メカニズムを組み込んだ次

世代革新炉の開発・建設に取り組む」ことがうたわれている。 

一方国際的には、すでに中国やロシアで小型モジュール炉（SMR）と位置づけられるプラントの運転がはじまる等、

我が国より一歩先を行く取り組みが進められている。諸外国における小型炉・先進炉の研究開発動向については、昨

年も一度まとめているが1、本稿では昨年以降の動きを中心に、これから革新炉開発を具体化していく我が国にとって

参考となるような各国の革新炉開発状況等を整理する。 

 

北米と欧州の動向 

表 1 は、北米と欧州で SMR の開発や建設の動きがある国について、政府の支援や、プラントの設計・開発と建設

に関する動きをまとめたものである。 

 

表 1 各国における SMR に関連する政府の動きや開発や建設に関する動き 

 政府の動き 
プラントの設計や開発に 

関する動き 
建設に向けた動き 

米国 

 エネ ル ギー 省は引き続き、

SMR の研究開発を支援 

 連邦議会は 2021 年 11 月

成立の法律に X エナジー社

およびテラパワー社による先

進炉開発に複数年予 算を

確保する規定を盛り込む等

の支援を実施 

 ニュースケール社、GE 日立ニ

ュークリア・エナジー社（GEH

社）、X エナジー社、ホルテッ

ク社等が SMR 開発を進める 

 ニ ュ ー スケー ル 社 のプラント

（VOYGR）が原子力規制

委員会の設計認証を取得 

 VOYGR をアイダホ国立研究

所サイトに建設するプロジェク

トで 2024 年第 1 四半期に

建設許可申請書が提出され

る予定 

 テネシー渓谷開発公社がクリ

ンチリバーサイトにおける GEH

社の BWRX-300 建設を検

討 

 ダウケミカル社が X エナジー社

の Xe-100 建設を検討 

カナダ 

 2022 年 10 月、政府系金

融機関がオンタリオ州ダーリン

トンでの BWRX-300建設プ

ロジェクトに約 10 億カナダド

 テレストリアル・エナジー社、

ARC 社、モルテックス・エナジ

ー社等が SMR開発を進める 

 規制機関は設計のレビューを

 オンタリオ州ダーリントンで は

BWRX-300 を 2028 年に

は運開予定 

 グローバル・ファースト・パワー

                                                 
1 株式会社三菱総合研究所「諸外国における小型炉・先進炉の研究開発動向」（2022 年 4 月 26 日） 

https://www.fepc.or.jp/library/kaigai/kaigai_topics/__icsFiles /afieldfile /2022/04/26/20220426.pdf 
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ルを融資することを公表 

 2023 年 3 月、連邦政府は

SMR の発電電力への税控

除を盛り込んだ予算案を公

表 

実施、カナダ内外のメーカー

がレビューを受けている 

社等がチョークリバーサイトで

の高温ガス炉・MMR 建設プ

ロジェクトでサイト準備認可

申請提出 

英国 

 2022 年 4 月に原子力導入

加速を盛り込んだ「 英国エネ

ル ギー 安全保障 戦 略 」 、

2023 年 3 月には政府主導

による大英原子力立ち上げ

を含む「パワリングアップブリテ

ン」を公表 

 ロールスロイス社が UK SMR

開発を進める 

 規制機関は UK SMR を対

象に設計の審査を実施 

 水素製造における高温熱利

用等を目的として、政府は高

温ガス炉開発を支援 

 原子力廃止措置機関が 所

有サイトにおける UK SMR 建

設を検討中 

 カン ブリ ア州の 企業が UK 

SMR 建設を検討中 

フランス 

 2021 年 10 月、大統領が

投資計画「フランス 2030」を

発表、 SMR 等 革 新 炉 に

2030 年までに 10 億ユーロ

を投じることを表明 

 フ ラ ン ス 電 力 （ EDF ） が

NUWARD の開発を進める 

 フランス、フィンランド、チェコの

規制機関が NUWARD の設

計に関するレビューで協力 

 現状では SMR の建設に向

けた具体的な取り組みは確

認できていない 

ポーランド 

 SMR は民間主導、 大型炉

は政府主導で導入 計画が

進展 

 日本との協力による高温ガス

炉の開発が進行中 

 エネルギー多消費産業等の

企業が VOYGR や BWRX-

300 建設を検討中 

ルーマニア 
 SMR 建設に向け、ルーマニ

ア・米国両政府が協力 

 自国メーカー等によるプラント

の設計や開発は進められ て

いない 

 国営電気事業者が、 早けれ

ば 2028 年までの VOYGR

建設計画を進めており、サイ

トを選定済 

スウェーデン 

 政府は SMR の建設も可能

とするために、法制度の 整備

に向けた取り組みを進める 

 レッドコールド社が溶融鉛炉

SEALER の開発を進める 

 レッドコールド社の研究炉建

設計画が進行中 

 電気事業者が原子力発電

所サイトにおける SMR 建設

を検討中 

エストニア 

 2020 年 11 月、 政府が

SMR 導入を検討するワーキ

ンググループを設置 

 自国メーカー等によるプラント

の設計や開発は進められ て

いない 

 政府が原子力導入を決定し

た 場 合 、 電 気 事 業 者 が

BWRX-300 を建設する計

画 

 

以下に主要国・地域の動向を整理する。 

米国 

米国は、93 基のプラントが稼働し発電電力量では世界一の原子力国であるものの、現在建設中のプラントは大型

炉であるボーグル原子力発電所 4 号機の 1 基（AP1000）のみである。こうした状況下にあるものの、原子力に対し

て超党派的な支持が得られている。米国エネルギー省は、原子力の拡大をバイデン政権が力を入れる気候変動対応

の有力な対策の一つとしてとらえており、既設炉のほか、電力供給のみならず熱利用や水素製造等も見込んで、SMR

の研究開発や実用化を積極的に支援している。 

プラントの開発は、ニュースケール社や X エナジー社といった新興企業に加えて、沸騰水型炉（BWR）の開発や建
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設で実績を有する GE 日立ニュークリア・エナジー社（GEH 社）も、BWRX-300 の開発を進めている。ニュースケー

ル社の VOYGR は、SMR ではじめて原子力規制委員会の設計認証を取得しているため、許認可プロセスがほかの炉

型に比べてスピーディーに進むと考えられる。そのほか、廃止措置等に強みを持つホルテック社は、廃止措置後のサイト

における建設も念頭に、SMR-160 の開発を進めている。 

実用化に向けては、自治体の電気事業者に対する電力供給を目的としたアイダホ国立研究所サイトにおける

VOYGR 建設プロジェクトが最も進んでおり、資機材の発注等も進められている。また、化学大手のダウケミカル社が、

電気や熱の供給に向け X エナジー社の Xe-100 建設を検討している。ダウケミカル社を含め、多くの企業がカーボンニ

ュートラルを誓約しているが、同社の事例は温室効果ガスを排出しないエネルギー源としての原子力の先駆的活用事

例の一つとも位置付けられる。 

 

カナダ 

カナダでは、現在運転中の 19 基のプラントはすべてカナダ型重水炉（CANDU 炉）だが、増設計画はない。しか

し、既設炉を有する州では原子力は引き続き重要なエネルギー源ととらえられており、また現在原子力発電を行ってい

ない州でも SMR の導入に向けた動きが進んでいる。カナダでは、連邦政府が自ら主導して 2020 年 12 月に SMR の

実用化に向けた計画である「SMR アクションプラン」を策定しており、発電炉、放射性廃棄物の減量、遠隔地のエネル

ギー供給の 3 つの経路での活用計画が進んでいる。カナダの複数のメーカーが SMR の開発を進めているほか、建設に

向けた取り組みも最も進んでいる国の一つである。 

発電炉としては、大型炉が運転中のオンタリオ州・ダーリントン原子力発電所サイトで、オンタリオ・パワージェネレーシ

ョン社が BWRX-300 の建設を決定しており、早ければ 2028 年の運開に向けて、2022 年 10 月に同社は建設許

可申請書をカナダ原子力安全委員会へ提出している。BWRX-300 は、オンタリオ州に続いてサスカチュワン州でも採

用されることが決定している。放射性廃棄物の減量を目的とした技術開発は、カナダのプラントメーカーである ARC 社と

モルテックス・エナジー社が進めている。遠隔地のエネルギー供給のための SMR の導入目標時期は 2026 年ごろと今

から約3年後に設定されており、米国のウェスティングハウス社とウルトラ・セーフ・ニュークリア社が、カナダの企業とも協力

してマイクロ炉の実用化に向けた取り組みを進めている。 

カナダ原子力安全委員会は、設計をレビューし、開発者にフィードバックを与える許認可前ベンダー設計レビューを実

施している。この設計レビューの実施を申請した 11 のプラントのうち、カナダ企業のものは 2 つのみであり、カナダの取り

組みが国際的な SMR の実用化を促進しているという面もある。 

 

英国 

英国では、現在運転中の 9 基のプラントのうち 8 基がガス炉、1 基が加圧水型炉（PWR）であるが、現在 2 基

の欧州加圧水型炉（EPR）の建設が進んでいる。英国政府は、気候変動対策やエネルギーセキュリティの確保等の

観点から、大型炉や SMR の開発と実用化を推進していくこととしている。 

英国では、政府が水素製造における高温熱利用等を目的として、高温ガス炉を中心として開発を支援しており、
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2030 年代初頭までの高温ガス炉実証を目指して「新型モジュール炉（AMR）研究開発・実証プログラム」が進めら

れている。同プログラムは、プレ概念設計を支援するフェーズ A と、予備調査を支援するフェーズ B で進められるが、フェ

ーズ A では日本原子力開発機構や現地企業が参画している国立原子力研究所のチームが、2022 年 9 月に支援

対象として選定されている。製造業大手のロールスロイス社は、PWR をベースに UK SMR の開発を進めている。なお、

英国ではプラントの建設に先立ち一般設計評価と呼ばれる設計の認証プロセスが必要だが、UK SMR の一般設計評

価は 2022 年 4 月に開始され、また米国の GEH 社やホルテック社も自社の設計についてこの評価受けることとしてい

る。 

実用化に向けては、既に廃止された原子力発電所サイトを所有している原子力廃止措置機関が UK SMR の建

設サイトの絞り込みを進めている。また、英国カンブリア州のソルウェイ・コミュニティ電力会社が 2022 年 11 月、建設す

る SMR として UK SMR を選定したことを公表している。 

 

フランス 

フランスは、56 基のプラントが稼働しており、発電電力量に占める原子力の割合が世界で最も高く、現政権は原子

力と再生可能エネルギーをエネルギーの 2 本柱に据える方針を示している。マクロン大統領は 2021 年 10 月に投資

計画「フランス 2030」を発表し、SMR 等革新炉に 2030 年までに 10 億ユーロを投じることを表明した。2022 年 2

月の大統領演説では、既設炉の運転延長や大型炉の新設と並んで小型炉開発の方針が打ち出されており、フランス

電力（EDF）等が国産 SMR である NUWARD の開発を進めている。また、NUWARD の設計に関するレビューにつ

いてフランス、フィンランド、およびチェコの規制機関が協力することになっている。EDF は現在、フランスの 18 カ所のサイ

トで原子力発電所を運転しているが、NUWARD の建設サイト選定等実用化に向けた具体的な取り組みは確認でき

ていない。しかしながら、2023 年 3 月に EDF は、NUWARD の開発のために子会社を設立し、2030 年にはフランス

国内で建設を開始する意向を表明している。 

 

東欧 

東欧諸国では、ロシアのウクライナ侵攻を背景としたエネルギーセキュリティの確保や、地球温暖化対策を目的として、

原子力の導入や拡大に向けた動きが多くの国でみられている。 

ポーランドには、現在運転中の原子力発電所はないものの、エネルギーの多くを石炭に頼る中、原子力は将来の重

要なエネルギー源ととらえられている。2021 年 2 月に閣議決定された「2040 年までのエネルギー政策」では、大型炉

について 2033 年に初号機の運転を開始し、以降 2～3 年間隔で 2043 年までに計 6 基を建設する原子力発電の

新規導入計画が示された。2022 年 11 月には、ウェスティングハウス社の AP1000 を 3 基建設することが閣議決定

されている。大型炉以外にも、日本原子力研究開発機構との協力による高温ガス炉の開発が進行中であるほか、エ

ネルギー多消費産業の企業がSMR 建設の検討を進めている。化学企業のシントス社等はGEH社のBWRX-300、

銀・銅の採掘企業である KGHM 社は VOYGR の導入計画を進めている。 

ルーマニアでも、国内で 2 基の CANDU 炉を運転している国営ニュークリアエレクトリカ社が SMR 建設計画を進めて
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いる。これは、ドイチェシュティの石炭火力発電所の跡地に SMR を建設するものであり、同社はこのサイトの所有者と合

弁企業を設立し、VOYGR の導入を計画している。 

ルーマニアのプロジェクトに対しては、米国政府が輸出入銀行からの資金提供等の支援を行っている。また、ニュークリ

アエレクトリカ社とポーランドの KGHM 社は、VOYGR の建設における協力のための覚書を締結している。 

 

北欧 

スウェーデンでは、大型炉 6 基が運転中であるが、原子力を推進する現政権の方針も背景に、大型炉の運転を行

っているヴァッテンファル社が、既存発電所サイトにおける SMR の建設に関するフィージビリティスタディを開始した。また、

スウェーデン王立工科大学からのスピンオフとして設立されたレッドコールド社は、溶融鉛炉 SEALER の開発を進めてい

る。 

エストニアでは 2020 年 11 月に政府によって SMR 導入を検討するワーキンググループが設置され、原子力発電の

導入について検討が進められている。同国のフェルミ・エネルギア社は、各種の SMR の炉型を検討してきたが、2023

年 2 月に BWRX-300 を選定したことを公表した。したがって、エストニアで原子力の導入が決定された場合には、

BWRX-300 が建設されると想定される。 

 

まとめ 

以上の整理から抽出できる目立った動きとして、以下のような点が挙げられる。 

 原子力発電の実績がある国もそうでない国も、気候変動対策やエネルギーセキュリティが課題となる中、エネル

ギー源としての原子力に注目し、開発や実用化を支援している。 

 既設炉で実績のあるメーカーのほか、新興企業等多くの企業・組織が SMR の開発に参画している。 

 

このように、国際的に小型炉や先進炉の実用化に向けた動きが進んでいる。その背景には、政策の策定、経済的な

支援、国の事業者や研究機関の関与等、様々な政府の支援が背景にある。我が国では日本原子力開発機構が、

ポーランドにおける高温ガス炉開発に協力しているほか、英国では国立原子力研究所や企業との協力の下、政府によ

る開発支援プログラムに参画している。今後は民間企業も含め、我が国でも次世代革新炉の開発が本格化することと

なる見込みだが、世界の動向を把握し、官民の役割分担を整備しつつ、我が国の状況に応じた開発・導入を検討し

ていくことが必要であろう。また、小型炉や先進炉は、各国で単にエネルギー源としてのみならず、原子力技術の継承や

人材育成の手段ともとらえられている。我が国でも、人材育成やサプライチェーンの維持は大きな課題であり、革新炉

開発を通じてこれらの課題に対応していくことが重要である。 

 

・ 参考文献 

a. OECD/NEA “The NEA Small Modular Reactor Dashboard”（2023 年） 

https://www.oecd-nea.org/jcms/pl_78743/the-nea-small-modular-reactor-
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